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スポーツとアートの産業化委員会（2021・2022年度）
委員長／秋田 正紀・山口 栄一

2023年３月に開催された野球のWBCの感動と熱狂は、あらためてスポーツ
の持つ力を感じさせてくれた。一方、わが国のスポーツ産業は欧米諸国に比
べて後れを取っている。スポーツ産業の活性化に向けての課題とその解決
策について、秋田正紀・山口栄一両委員長が語った。

>>委員長メッセージ

スポーツの多面的な価値をスポーツの多面的な価値を
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HappinessHappinessの実現に活用の実現に活用

日本のスポーツ産業の
収益源としての潜在力は大きい

秋田　わが国のスポーツ産業は欧米諸
国に比べて遅れています。例えば、日
本のプロ野球と米国のメジャーリーグ
の1995年の総収入は約1,400億円とほぼ
同規模だったのですが、90年代後半か
らメジャーリーグの市場は急拡大し、
2022年の収入は約1兆4,000億円に達し
たそうです。一方、日本のプロ野球の
市場規模は2018年で約1,800億円程度と
推定されています。
　日本のスポーツ産業は、コンテンツ
の魅力という点では、収益源としての
大きな潜在力を持っています。DXはも
ちろん、スポーツ観戦とともに特別な
空間での飲食サービスなどを提供する
「スポーツホスピタリティ」を活用し、イ
ノベーションを起こすことでスポーツ
産業の収益力を強化することは十分に
可能だと思います。イノベーションは
企業が得意とするので、地域と企業が
コラボすることでスポーツ団体の収益
力を上げる効果を期待できます。
山口　メジャーリーグの市場規模拡大

の要因は、DXなどを利用して改革を進
め、グローバル化したことが大きいと
思います。日本のプロ野球は長く日本
人が見るだけで市場が成り立っていた
ので改革が遅れ、人口減少と人々の興
味の多様化に追い付けず、人気が停滞
しつつあると考えられます。
　日本のスポーツの産業化が遅れてい
る原因としては、スポーツ団体の経営
の不安定さと組織ガバナンスの不全が
指摘されています。コンプライアンス
の重要性が指摘されているにもかかわ
らず、現在でも暴力などの不祥事が起
きています。ガバナンス改革について
は、ノウハウ提供など企業が支援でき
ることは多いはずです。

「地域で支えるスポーツエコシステム」で
「生活者共創社会」の実現へ

山口　本委員会では、「地域で支えるス
ポーツエコシステム」の構築を掲げ、そ
の課題や方策を提言しました。収益力、
ガバナンスだけでなく地域を巻き込ん
だ活性化につなげなければならないと
いう、本会が取り組む地域創生とも関
連するものです。

　このシステムが実装されれば、投資
や人材の活用と養成、DEIなどの取り
組みによって、子どもや若者から高齢
者、障がい者まで、地域スポーツを通
じて健康やHappinessの増進を実現で
きると考えます。スポーツは「生活者共
創社会」の実現への推進にもなると思い
ます。
秋田　「地域で支えるスポーツエコシス
テム」とは、多様な人々がつながり、
支え合う場になる地域スポーツを推進
するとともに、既存の地域スポーツの
リソースを最大限に有効活用して、誰
もがそれぞれの目的や嗜好に応じたス
ポーツができる最適な仕組みをつくる
ということです。特に「部活動の地域
移行」を機会に、学校教育に頼っていた
部活動を地域が共同で支え、DXで遠
隔地の指導者とつないだり、学生やリ
タイアした人から指導を受けるなど、
新しい地域スポーツのあり方やコミュ
ニティが期待できます。

地域共創委員会でも協働メニューによる
プロジェクトを推進

山口　本会の地域共創委員会では「協働
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メニュー」を作成し、自治体と協働プ
ロジェクトを推進していますが、その
メニューに「スポーツに関する地域との
協働」を追加し、本委員会もプロジェク
トに参加しています。
　本会にはファイナンスやマーケティ
ングなどの専門人材がいるので、地域
のクラブへの指導者や運営人材の派遣、
クラブ運営への協力、地域の役割分担
について議論の場づくりなど、協力で
きることはいろいろあります。マイナー
スポーツやパラスポーツの支援、「アス
ナビ」への継続的な協力、アスリートの
セカンドキャリア支援なども引き続き
行っていきます。
秋田　企業にとっては一方的な支援で
はなく、新たな発見や人脈ができると
いうメリットがあります。スポーツチー
ムを持っている企業なら、選手OBを
指導者として地方に派遣できると思い
ます。経済同友会会員の皆さんにも関
心を持っていただき、この動きを広げ
てほしいですし、われわれもお手伝い
していきたいと考えています。
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提言のポイント
１.�スポーツホスピタリティの本格的推進に
向けた環境整備を

●�「スポーツホスピタリティ」は、中小規模の
イベント時も、工夫して実施できる体制を
つくり、地域創生効果の拡大や多様な開催
レガシーの創出を目指す。
２.�スポーツホスピタリティやスポーツDXを
通じた収益拡大を―スポーツ全体の振興の
ために役立てる資金循環の仕組みづくり

●�スポーツホスピタリティやスポーツDXを
トップスポーツの産業収益力強化に活用し、
スポーツ界全体への資金循環を起こす仕組
みづくりを行う。
３.�スポーツ団体の経営力強化に向けた支援を
●�スポーツ団体が戦略的な経営を行うために、
外部経営人材の雇用支援、育成支援を行う。
●�経営者や法務・財務・マーケティング・マ
ネジメントなどの専門人材の大学への講師
派遣を通じ、スポーツ経営人材の育成を支
援する。
４.�スポーツ界のガバナンス／インテグリティ
強化のために、企業の経験・ノウハウを活
かした支援を

●�ガバナンスに取り組んできた産業界のノウ
ハウを提供し、組織運営の透明化や収益拡
大に向けた情報共有の仕組みづくりのノウ
ハウ提供やシステム構築を支援する。
●�スポーツ団体のガバナンスコード遵守に向
けた先進事例の創出や、日本におけるスポー
ツインテグリティの保護・強化のためのイ
ンフラ構築に貢献する。
５.�全ての人がスポーツにアクセスできるよう
な社会の実現を―ダイバーシティ、エクイ
ティ＆インクルージョンの重視

●�障がい者など、実施率が低かった層のスポー
ツ実施率向上を目指す。スポーツ界と経済
界が協力し、インクルーシブな社会を実現
させる。

●�ガバナンスコードおよび「第５次男女共同
参画基本計画」を踏まえ、スポーツ団体にお
ける女性理事の割合を目標値の40％に近づ
けるように促す。
６.�地域におけるスポーツの価値創造基盤の構
築に向けた土台づくりを―地域で支える
スポーツエコシステムの構築

●�国は官民による検討会議を設置する。経済
界も積極的に参画し、議論・検討を行う。
●�部活動の地域移行の機会を捉え、複数種目
制やシーズン制、新しいアーバンスポーツ、
体験教室やキャンプ、農村漁村体験のよう
な野外体験活動やICTも併用し、多様な
ニーズに合った新しい機会を創り出す。
●�新たなアダプテッド・スポーツ、ユニバー
サルスポーツを創作し、障がい者と一緒に
スポーツを楽しむことができる環境を整備
する。
●�地域にゆかりのアスリートが連携して地域
スポーツ活動の指導へ参画する。アスリー
トにとっても、セカンドキャリアの可能性が
広がるため、経済界は積極的な支援を行う。
●�部活動の地域移行について、経済界はスポー
ツの新しいステージへの転換期として、ビ
ジネスチャンスと捉える。総合型地域スポー
ツクラブの収益源の多様化、学校施設の民
間開放による収益化などスポーツの産業化
を図り収益の一部を還元、財源を確保する。
■経済同友会としての実行計画
経済同友会は「スポーツを核にした地域と
の協働」「マイナースポーツ／パラスポーツ／
マスターズスポーツを中心としたスポーツ団
体支援」「アスリート支援」の三つを実行する。

政府はスポーツ産業の市場規模を2015年
の5.5兆円から2025年までに15兆円にする
と掲げたがコロナの影響で停滞している。ス
ポーツ産業を活性化し成長産業への筋道を明
確にすることは喫緊の課題。第３期計画（ス
ポーツを「つくる／はぐくむ」スポーツで「あ
つまり、ともに、つながる」スポーツに「誰も
がアクセスできる」）を実効性があるものとす
るため、政府方針や社会課題に対する問題意
識に基づき議論してきた。

本提言は、地域で支えるスポーツエコシス
テム＊を運用することで、スポーツが経済成長
や人々のHappinessの増進に寄与し、「生活者
共創社会」実現に向けた原動力となることを
目的とした。

提言概要（３月23日発表）

スポーツ産業の活性化に向けて
～地域で支えるスポーツエコシステムの構築～

詳しくはコチラ

＊ スポーツホスピタリティ・スポーツDXといった
イノベーションを成長エンジンとし、持続可能性
に向けたガバナンスを強化し、また、地域で支え
るスポーツの価値創造基盤を構築する


